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1101
住宅・建築物の
耐震化

・町民に対する住宅、建築物の耐震診断の啓発活動
・住宅、建築物の耐震診断の実施
・住宅、建築物の耐震促進
・公営住宅長寿命化改善
◎住宅・建築物安全ストック形成事業
◆避難所耐震改修
◆住宅耐震診断及び改修補助
◎公営住宅等整備事業　 公営住宅等ストック総合改善事業
・大規模盛土造成地における変動予測調査や情報提供
◎宅地耐震化推進事業
・宅地崩落防止対策
・災害に強い施設の整備
【地域未来交付金（地域未来推進型）】
・公営住宅の耐震化
・エレベーターの地震対策

建設水道課
1101
1102
7201

1102
防災拠点施設の
耐震化

・町有施設の耐震化
・町有施設の非構造部材の耐震化
・避難所として使用する施設の耐震化、防火設備等の維持管理
・倒壊の危険があるブロック塀等の改修
・観光施設や公衆トイレなどの公共施設の計画的な改修
◎児童生徒の安全確保のための施設改修
【学校施設環境改善交付金】
◎社会教育施設における利用者の安全確保のための維持管理
【社会資本整備交付金】
【次世代育成支援対策施設整備交付金】
【就学前教育・保育施設整備交付金】
◎社会体育施設における利用者の安全確保のための維持管理
【学校施設環境改善交付金】
・消防署等消防施設の耐震化、浸水対策の推進
・非常用電源設備の設置
・防災拠点・避難施設の整備
【地域未来交付金（地域未来推進型）】
・備蓄倉庫の整備
【消防防災施設整備費補助金】
・エレベーターの地震対策

総務課
建設水道課
危機管理課
経済振興課
こども未来課
生涯学習課

1201
2201

1103
住宅等の総合的
な安全対策

家庭・事業所における地震対策
・家庭や事業所での安全対策の普及啓発
・初動対応訓練（シェイクアウト訓練）の実施
・家具等転倒対策の促進
・感震ブレーカー設置の促進
【密集市街地火災対策支援補助金】
・窓ガラス・外壁等の落下危険物等の飛散・落下防止の促進
・既設エレベーターの防災対策の促進
・天井脱落防止対策等の促進

建設水道課
消防課

1105

資料２　国土強靱化推進方針に基づく取組等一覧

R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号

大規模地震に伴う、住宅・建物・不特定多数が集まる施設等の複合的・大規模倒壊による多数の死傷者の発生

1　あらゆる自然災害に対し、直接死を最大限防ぐ

担当リスク
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R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

1104
緊急輸送道路の
確保

・避難路を整備
【地域未来交付金（地域未来推進型）】
・緊急輸送道路沿いの老朽建築物を更新
【住宅・建築物防災力緊急促進事業
（建築物耐震対策緊急促進事業）】
　緊急輸送道路沿道建築物の耐震化
・主要道路沿いの建築物の耐震診断と改修
・道路の拡幅整備
・無電柱化の促進
・沿道の危険ブロック塀の把握と撤去
・道路施設の老朽化対策を推進
【防災・安全交付金（道路事業）】
・緊急輸送道路の法面・盛土の土砂災害防止対策を推進
【防災・安全交付金（道路事業）】

建設水道課 7201

1105 造成地の耐震化

宅地の耐震化
・大規模盛土造成地における変動予測調査や情報発信
◎宅地耐震化推進事業
・宅地崩落防止対策
・大規模盛土造成地の対策工事を推進

建設水道課 1102

1-2

1201 消防力整備

・消防資機材・消防車両の整備
・消火栓及び耐震性防火水槽の整備と維持管理
・消防団に配備される資機材の充実
【消防団設備整備費補助金】
・耐震性貯水槽の整備
【消防防災施設整備費補助金】
・農業集落内で防火施設の整備
【中山間地域農業農村総合整備事業】
【農山漁村地域整備交付金
（農村集落基盤再編・整備事業）】
　防火施設（消火栓、防火水槽、防火林等）

消防課
1103
2202
2206

1202 火災の拡大防止

・岳南広域消防組合と連携した火災防ぎょ計画（警防計画）
　の調整
・消火栓及び防火水槽の整備と維持管理
・住宅用火災警報器や防炎品及び住宅用消火器設置の普及啓発
・感電ブレーカー等の普及啓発

消防課 1103

1203
ガス設備の耐災
性の向上

・ガス管の取替促進
・LPガス容器の転倒転落防止措置、安全装置設置の促進

建設水道課
経済振興課

1104

地震に伴う密集市街地等の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生
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R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

・道路整備
・公園整備
・老朽建築物の対策
◎空き家対策総合支援事業　空家再生等推進事業
・倒壊の危険があるブロック塀等の改修
・不良住宅の除却
・老朽化の進む倒壊の危険性が高い建築物の除却に係る支援
・防災公園の整備
・避難路の整備
【防災・安全交付金（都市防災総合推進事業）】
・狭あい道路の解消（拡幅等整備）を促進
　【社会資本整備総合交付金、
　　防災・安全交付金
　　（住環境整備事業（狭あい道路整備等促進事業））】
　【住宅・建築物防災力緊急促進事業（地域防災力向上
　支援モデル事業（狭あい道路情報整備モデル事業））】

・密集住宅地を解消
・密集市街地内の老朽建築物の建て替えを促進
・危険な空き家の除却
【住宅市街地総合整備事業費補助（空き家対策総合支援事業）】

・町有施設の耐震化
・町有施設の非構造部材の耐震化
・避難所として使用する施設の耐震化、防火設備等の維持管理
・倒壊の危険があるブロック塀等の改修
・観光施設や公衆トイレなどの公共施設の計画的な改修
◎児童生徒の安全確保のための施設改修
【学校施設環境改善交付金】
◎社会教育施設における利用者の安全確保のための維持管理
【社会資本整備交付金】
◎社会体育施設における利用者の安全確保のための維持管理
【学校施設環境改善交付金】
・社会体育施設の耐震化
【学校施設環境改善交付金（社会体育施設耐震化事業）】

・保育所等の防災・減災対策（耐震化対策）
【就学前教育・保育施設整備交付金
（保育所等の耐震化整備事業）】
・保育所等の防災・減災対策（ブロック塀等対策）
【就学前教育・保育施設整備交付金】
・農業集落内の公共施設を耐震化
【中山間地域農業農村総合整備事業】
【農山漁村地域整備交付金（農村集落基盤再編・整備事業）】

1204
密集市街地健全

化対策

建設水道課
未来創造課
経済振興課

1103
1203

1205

公共建築物、学
校及び教育・保
育施設の耐震化
及び火災防止

全課 1201
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R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

1206
医療施設、社会
福祉施設の耐震
化及び火災防止

・施設の耐震化
・スプリンクラー、非常用発電設備等の設置促進
・倒壊の危険があるブロック塀等の改修
・高齢者施設等の防災・減災対策（耐震化対策）
【地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金
（認知症グループホーム等防災改修等支援事業（耐震化））】
・高齢者施設等の防災・減災対策（ブロック塀等対策）
【地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金
（高齢者施設等のブロック塀改修支援事業）】
・障害者支援施設等の防災・減災対策（耐震化対策）
【社会福祉施設等施設整備費補助金
（障害者支援施設等の耐震化整備事業）】
・障害者支援施設等の防災・減災対策（ブロック塀等対策）
【社会福祉施設等施設整備費補助金】
（障害者支援施設等のブロック塀等改修事業）

健康福祉課 1202

1207

不特定多数の者
が利用する建築
物の耐震化及び
火災防止

・建築物の耐震化の啓発と支援
・スプリンクラー、非常用発電設備等の設置促進
・倒壊の危険があるブロック塀等の改修
・防災訓練の実施
・不良住宅の除却、空き家の活用
・老朽化の進む倒壊の危険性が高い建築物の除却に係る支援の検
討
◎倒壊の危険がある指定文化財等の改修
【文化財保存事業費関係補助金】
・国立公園施設の長寿命化を図る
【環境保全施設整備交付金（国立公園整備事業）】
・国立公園等の避難所等の改修
【自然環境整備交付金（国立公園整備事業）】

建設水道課
未来創造課
消防課
生涯学習課
経済振興課

1203

1-3

1301
浸水被害の防止
に向けた河川整
備等

・ハザードマップの啓発
・河川改修の実施と促進
・下水道の整備
・農業用水路及び排水路の改修
◎多面的機能支払交付金事業
◆寒沢、上条、横倉、宇木
◎国土保全特別対策事業
◎地域発元気づくり支援事業
◎農業水路等長寿命化・防災減災事業
◎安全な地域づくり事業
・災害リスクの低い安全な土地利用の検討
・防災訓練の実施

危機管理課
建設水道課
農林振興課

1301

1302 流域治水

・流域治水の検討
・雨水貯留施設の検討
・国、県、周辺市町村との連携
・中小河川の整備
◎河川改修
◎河川浚渫事業
◎河川支障木伐採、河床整備
◆一級河川、準用河川
・河道の掘削等による浸水対策

建設水道課 1302

突発的又は広域的な洪水に伴う長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生（ため池の損壊によるものや、防
災インフラの損壊・機能不全等による洪水等に対する脆弱な防災能力の長期化に伴うものを含む）
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R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

・道路の計画的な整備と維持管理・更新
◆国道292号
◆国道403号
◆県道奥志賀公園線
◆県道宮村湯田中停車場線
◆県道湯田中停車場線
◆県道角間中野線
◆町内国・県道（舗装修繕）
◆町内国・県道歩道（整備・維持管理）
・道路情報施設の整備
◎町道整備事業（町内一円）
・浸水が想定される箇所のかさ上げ、排水対策の実施
◎道路排水・排水路整備（町内一円）
・橋梁・トンネルの補修・補強
◎橋梁修繕（町内一円）
◎道路トンネル（町内一円）
・歩道等の整備
・舗装の強化
◎町道オーバーレイ事業（町内一円）
・道路法面落石崩落事故防止対策
・自然災害防止対策

◎自然災害防止対策事業（町道旭山発哺線　他路線）
・道路の土砂被害対策
◎土砂対策道路事業（町道湯田中番場沓野線　他路線）
・道路付属物の補修補強
◎道路付属物（町内一円）
・道路排水・排水路の整備
・倒木・支障木伐採
◎ライフライン道路の確保事業（町内一円）
【防災・安全交付金（道路事業）】
◎国立公園内における遊歩道の整備【自然環境整備交付金】
◆志賀山回遊線道路（歩道）
◆志賀山縦走線道路（歩道）
◆上信越自然歩道線道路（歩道）
・農業集落内の道路を整備
【中山間地域農業農村総合整備事業】
【農山漁村地域整備交付金（農村集落基盤再編・整備事業）】

1304 ため池等の対策

・ため池や用排水路等の農地・農業用施設の長寿命化計画に基づ
く計画的な更新と維持管理
◎農業水路等長寿命化・防災減災事業
◎圃場整備事業
◆沓野島崎
・防災重点農業用ため池の改修工事
【農村地域防災減災事業
（防災重点農業用ため池緊急整備事業）】
ため池の堤体や洪水吐き
・住民への周知（農業用ため池ハザードマップ）

農林振興課 6303

1303
円滑な避難のた
めの道路整備

建設水道課
農林振興課
経済振興課

1305
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R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

1-4

◎砂防事業
◎地すべり対策事業
◎急傾斜地崩壊対策事業
◎復旧治山事業
◆柄沢、志賀高原
・土砂災害警戒区域等の指定に応じた早期避難の周知
・土砂災害特別警戒区域等における土地利用の制限
水路の補強改修
◎多面的機能支払交付金事業
◆寒沢、上条、横倉、宇木
◎国土保全特別対策事業
◎地域発元気づくり支援事業
◎農業水路等長寿命化・防災減災事業
◎安全な地域づくり事業

◆国道292号
◆国道403号
◆県道奥志賀公園線
◆県道宮村湯田中停車場線
◆県道湯田中停車場線
◆県道角間中野線
◆町内国・県道（舗装修繕）
◆町内国・県道歩道（整備・維持管理）
・道路情報施設の整備
◎町道整備事業（町内一円）
・浸水が想定される箇所のかさ上げ、排水対策の実施
◎道路排水・排水路整備（町内一円）
・橋梁・トンネルの補修・補強
◎橋梁修繕（町内一円）
◎道路トンネル（町内一円）
・歩道等の整備
・舗装の強化
◎町道オーバーレイ事業（町内一円）
・道路法面落石崩落事故防止対策
・自然災害防止対策
◎自然災害防止対策事業（町道旭山発哺線　他路線）
・道路の土砂被害対策
◎土砂対策道路事業（町道湯田中番場沓野線　他路線）
・道路付属物の補修補強
◎道路付属物（町内一円）
・道路排水・排水路の整備
・倒木・支障木伐採

◎ライフライン道路の確保事業（町内一円）
◎国立公園内における遊歩道の整備【自然環境整備交付金】
◆志賀山回遊線道路（歩道）
◆志賀山縦走線道路（歩道）
◆上信越自然歩道線道路（歩道）
・災害の危険性がある区域に存在する住宅を移転
・災害が発生した地域や災害のおそれのある区域の集落につい
て、集団移転を行う

大規模な土砂災害（深層崩壊、土砂・洪水氾濫、天然ダムの決壊など）等による多数の死傷者の発生

1401

建設水道課
農林振興課
経済振興課
危機管理課

1401
6102

山地・土砂災害
対策の推進
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R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

1402
土砂災害リスク
の周知

・土砂災害防災マップの町民へ周知啓発 整備
・県の土砂災害警戒区域等の見直しによる土砂災害防災マップの
修正
【土砂災害ハザードマップ作成支援事業】
【防災・安全交付金（河川事業）】
・土砂災害警戒区域等の指定に応じた早期避難の周知
・訓練・広報による町民の防災・減災意識の高揚

危機管理課
1106
1401

1403
２次災害防止の
体制

・県防災情報システムによる情報共有、情報共有訓練を実施
・関係機関と連携した防災訓練の実施
・避難勧告等の判断伝達マニュアルの整備
・発生状況に応じた被害区域の見積り、県防災情報システム、町
地域防災無線システムを活用した訓練の実施
・防災行政無線（個別受信機を含む）の維持管理
・多重化・多様化した防災情報の情報発信体制（SNS、ウェブ
ページ等）の整備
・「山ノ内町SUGUメール」の周知と登録促進

建設水道課
危機管理課

1106
1107

1-5

1501
情報伝達体制の
構築

・観光施設での防災訓練の実施
・従業員に対する防災教育実施の促進
・避難誘導等に係る誘導標識の整備の促進
・救援体制の検討
・外国語によるハザードマップの作成
・災害発生時に多言語による情報発信できる体制の構築
・住民、観光客が理解しやすい発信内容、手段等の工夫
・住民、観光客へ迅速かつ的確に伝える情報通信技術の活用
◎無料エリアＷｉ－Ｆｉや多言語案内標識の整備
【観光地の「まちあるき」の満足度向上事業補助金】
【国立公園利用拠点滞在環境等上質化事業交付金】

危機管理課
経済振興課

1605
1606

1502
避難誘導、救援
体制

・防災会議協議会、国・県・町の間で整合のとれた避難誘導、救
助体制を図る

危機管理課

1-6

1601
暴風雪時におけ
る的確な道路管
理

・除雪等の道路交通の確保に向けた関係機関との連携構築
・除雪計画の見直しと充実化

建設水道課
経済振興課

1501

1602
道路の防雪施設
の整備

・道路防災総点検の実施
・雪崩防止柵、防雪柵等の施設整備の推進
・融雪施設の整備

建設水道課 1502

火山噴火や火山噴出物の流出等による多数の死傷者の発生

暴風雪や豪雪等に伴う多数の死傷者数の発生
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R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

1603
道路の除雪体制
の確保

・安定的な除雪体制確保のための総合的な対策の検討
・地域の持続可能な除排雪体制を整備し、除排雪作業中の死傷事
故を防止する
・地域安全克雪方針の策定及び共助による除排雪体制の整備
【豪雪地帯安全確保緊急対策交付金】

建設水道課
経済振興課

1503

1604
雪下ろし事故を
防止するための
注意喚起等

・雪下ろし中の転落事故防止のための注意喚起
・克雪住宅の普及促進
・転落事故を未然に防止するための支援

未来創造課
建設水道課
健康福祉課

1504

2-1

2101
消防の訓練、他
機関との連携

・消防団の人員確保
・消防団に配備される資機材の充実
【消防団設備整備費補助金】
・訓練の実施（消防団及び岳南広域消防組合に関する業務）

消防課
2202
2206

2102
大規模災害に対
応した機材

・消防団の人員確保
・消防団に配備される資機材の充実
【消防団設備整備費補助金】
・訓練の実施（消防団及び岳南広域消防組合に関する業務）
・緊急消防援助隊の強化のため消防車両・資機材の充実
【緊急消防援助隊設備整備費補助金】
・消防団の災害対応能力の向上のため、消防団の救助用資機材等
を充実
【消防団設備整備費補助金
（消防団救助能力向上資機材緊急整備事業）】
・マイナ救急端末の整備
【社会保障・税番号制度システム整備費補助金
（マイナ救急導入促進事業）】

消防課
2202
2206

2103
地域防災力の強
化

・自主防災組織を中心とした、防災士の育成の継続。
・今後の特性（人口減少・高齢化・核家族化）を踏まえ、被災者
救出、初期消火、避難誘導、避難行動要支援者支援、避難所の自
主運営のあり方を継続検討
・救命講習・防災講習等の実施
・避難行動要支援者名簿の見直し
・個別計画の策定及び見直しの支援
・地域における避難行動要支援者の支援体制の整備
・災害時住民支え合いマップの作成支援
・自主防災組織の強化
・避難所の設置・運営訓練の実施

危機管理課
消防課

1604
2112

２　救急・救助、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確実に確保することにより、
      関連死を最大限防ぐ

自衛隊、警察、消防の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足

8 ページ



R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

2104
応援部隊の活動
基盤

・情報提供（町の全般状況、町へ進出に係る経路障害・予備経
路、活動拠点等）の体制の整備
・依頼業務の見積りの体制の整備
・補給、通信連絡等の活動基盤の提供についての体制を整備
・受援計画の見直し
・円滑に受入できる体制の構築
・活動拠点の複数確保
・情報共有体制の整備
・訓練の実施

未来創造課
危機管理課

2204

2105
情報収集・運用
の体制

・発災時の人命救助に係る情報収集手段の強化（町民等からの通
報）
・対策本部における情報共有・意思決定を容易化する体制の構築

総務課
危機管理課
消防課

2106
消防施設の耐災
性の強化

・消防署等消防施設の耐震化、浸水対策の推進
・非常用電源設備の設置
・標準仕様に準拠した消防指令システム
【消防防災施設整備費補助金（消防防災施設整備）】

消防課 2201

2107
消防の災害対処
能力の強化

・消防団の人員確保
・消防団に配備される資機材の充実
【消防団設備整備費補助金】
・訓練の実施（消防団及び岳南広域消防組合に関する業務）
・消防団の災害対応能力の向上のため、消防団の救助用資機材等
を充実
【消防団設備整備費補助金（消防団救助能力向上資機材緊急整備
事業）】

消防課
2202
2206

2108
消防相互応援協
定に基づく応援
部隊の活用

・円滑に相互応援できる体制を構築するための連絡・調整
・訓練の実施（岳南広域消防組合に関する業務）

消防課 2203

2109
応援部隊の受入
体制の整備

・受援計画の見直し
・岳南広域消防組合との連絡・調整
・円滑に受入できる体制の構築
・活動拠点の複数確保
・情報共有体制の整備
・訓練の実施（消防団及び岳南広域消防組合に関する業務）

未来創造課
消防課

2204
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R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

・道路の計画的な整備と維持管理・更新
◆国道292号
◆国道403号
◆県道奥志賀公園線
◆県道宮村湯田中停車場線
◆県道湯田中停車場線
◆県道角間中野線（佐野　道路改良）
◆町内国・県道（舗装修繕）
◆町内国・県道歩道（整備・維持管理）
・道路情報施設の整備
◎町道整備事業（町内一円）
・浸水が想定される箇所のかさ上げ、排水対策の実施
◎道路排水・排水路整備（町内一円）
・橋梁・トンネルの補修・補強
◎橋梁修繕（町内一円）
◎道路トンネル（町内一円）
・歩道等の整備
・舗装の強化
◎町道オーバーレイ事業（町内一円）
・道路法面落石崩落事故防止対策

・自然災害防止対策
◎自然災害防止対策事業（町道旭山発哺線　他路線）
・道路の土砂被害対策
◎土砂対策道路事業（町道湯田中番場沓野線　他路線）
・道路付属物の補修補強
◎道路付属物（町内一円）
・道路排水・排水路の整備
・倒木・支障木伐採
◎ライフライン道路の確保事業（町内一円）
◎国立公園内における遊歩道の整備【自然環境整備交付金】
◆志賀山回遊線道路（歩道）
◆志賀山縦走線道路（歩道）
◆上信越自然歩道線道路（歩道）
・農業集落内の道路を整備
【中山間地域農業農村総合整備事業】
【農山漁村地域整備交付金（農村集落基盤再編・整備事業）】

2111
緊急交通路の確
保

・交通管理者、道路管理者との連携体制の構築
・訓練の実施

建設水道課 2209

2-2

2201
災害派遣医療
チームの受入

災害派遣医療チーム（DMAT）の受入体制整備
・円滑に受入できる体制の構築
・受入を想定した研修の実施と参加

健康福祉課

2202
災害派遣精神医
療チームの受入

長野県災害派遣精神医療チーム（DPAT）の受入体制整備
・円滑に受入できる体制の構築
・受入を想定した研修の実施と参加
・予防接種の促進
・災害発生時の感染防止体制の整備

健康福祉課
2301
2401

医療・福祉施設及び関係者の絶対的不足・被災、援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶による医療・福祉機能の麻
痺

2110
救助・救急ルー
トの確保に向け
た道路整備

建設水道課
農林振興課
経済振興課

2208
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R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

2203
災害派遣福祉
チームの受入

災害派遣福祉チーム（DWAT）の受入体制整備
・円滑に受入できる体制の構築
・予防接種の促進
・避難所等での健康維持体制の整備
・停電時でも使用可能な暖房器具や発電機、水道凍結時でも使用
可能なトイレ等の備蓄
・福祉避難所を利用する対象者の整理と避難方法の確認
・福祉避難所運営マニュアルの策定
・研修・訓練等の実施

健康福祉課

2401
2402
6506
6507

2204
実働機関のヘリ
コプターの活用

・ヘリコプターの場外離着陸場確保のための連絡・調整
・燃料補給体制の整備のための連絡・調整

消防課
総務課

2302

・道路の計画的な整備と維持管理・更新
◆国道292号
◆国道403号
◆県道奥志賀公園線
◆県道宮村湯田中停車場線
◆県道湯田中停車場線
◆県道角間中野線
◆町内国・県道（舗装修繕）
◆町内国・県道歩道（整備・維持管理）
・道路情報施設の整備
◎町道整備事業（町内一円）
・浸水が想定される箇所のかさ上げ、排水対策の実施
◎道路排水・排水路整備（町内一円）
・橋梁・トンネルの補修・補強
◎橋梁修繕（町内一円）
◎道路トンネル（町内一円）
・歩道等の整備
・舗装の強化
◎町道オーバーレイ事業（町内一円）
・道路法面落石崩落事故防止対策
・自然災害防止対策
◎自然災害防止対策事業（町道旭山発哺線　他路線）
・道路の土砂被害対策
◎土砂対策道路事業（町道湯田中番場沓野線　他路線）
・道路付属物の補修補強
◎道路付属物（町内一円）
・道路排水・排水路の整備
・倒木・支障木伐採
◎ライフライン道路の確保事業（町内一円）

◎国立公園内における遊歩道の整備【自然環境整備交付金】
◆志賀山回遊線道路（歩道）
◆志賀山縦走線道路（歩道）
◆上信越自然歩道線道路（歩道）
・農業集落内の道路を整備
【中山間地域農業農村総合整備事業】
【農山漁村地域整備交付金（農村集落基盤再編・整備事業）】

2205
支援ルートの確
保に向けた道路
整備

建設水道課
農林振興課
経済振興課

2303
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R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

2-3

2301
避難所の運営体
制

・指定避難所及び避難場所の見直し
・指定避難所及び避難場所の耐震改修、給水施設、非常用電源設
備、マンホールトイレ等の整備
・「新物資システム（B-Plo）」を運用するためネット環境の整
備
・避難所及び避難場所における情報通信網の整備
・指定避難所等の周知徹底
・防災訓練の実施
・自主防災組織等における避難所運営マニュアル策定の支援
・避難施設の安全性の確認と対応体制の整備
・避難所等運営マニュアルの定期的な見直し
・研修や訓練等の実施
・空調設備の整備
【学校施設環境改善交付金（大規模改造（空調）事業）】
・避難所環境の整備
・運営人材の確保（自主防災組織及び町職員）
・避難所の運営体制（開設、避難者の把握、ニーズ把握、物資管
理、人員配置等）の整備

危機管理課
総務課
健康福祉課
こども未来課

6501
6502
6503
6504

2302 備蓄品の整備

・家庭や事業所における備蓄の必要性についての啓発と促進
・町における備蓄の見直しと推進
・国の指針、県地震防災対策強化アクションプランに基づき備蓄
品の計画的な整備を行う

危機管理課
健康福祉課

2101
2102
5304

2303
要支援者の支援
体制

町避難行動要支援者支援計画に基づく整備
・避難支援等関係者による実効性のある避難支援の整備
・福祉避難所の受け入れ体制の整備
・福祉避難所運営マニュアルの策定
・研修・訓練等の実施
・避難行動要支援者名簿の見直し
・個別避難計画の策定及び見直しの支援
・災害時住民支え合いマップの作成支援
・指定避難所及び避難場所の耐震改修、給水施設、非常用電源設
備、マンホールトイレ等の整備
・「新物資システム（B-Plo）」を運用するためネット環境の整
備
・避難所及び避難場所における情報通信網の整備
・福祉避難所を利用する対象者の整理と避難方法の確認

危機管理課
健康福祉課

1604
6502

劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理がもたらす、多数の被災者の健康・ 心理状態の悪化による死者の発生
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R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

2304 保健衛生の体制

発災直後からの保健活動に対応するための体制構築
・県と連携したDHEAT（災害時健康危機管理支援チーム）の受
援体制を構築
・健康状態把握
・感染症予防
・メンタルケア等
・避難所等での健康維持体制の整備
・停電時でも使用可能な暖房器具や発電機、水道凍結時でも使用
可能なトイレ等の備蓄
・エコノミークラス症候群の予防に関する防災教育の実施
・避難所等での啓発
・指定避難所及び避難場所の耐震改修、給水施設、非常用電源設
備、マンホールトイレ等の整備
・「新物資システム（B-Plo）」を運用するためネット環境の整
備
・避難所及び避難場所における情報通信網の整備

健康福祉課

2402
2403
6502
6506

2305
多様な避難生活
者対応

・自治会や自主防災組織、消防団、NPO、ボランティア等と連携
し指定避難所以外の避難所や大規模駐車場等への避難者（車中泊
者を含む）の把握する。
・情報や物資、福祉支援の提供体制を整備する。

健康福祉課

2306
災害関連死の防
止

・避難生活（避難所外を含む）に係る災害関連死の防止体制につ
いて検討し整備を推進する。
・避難の長期化に対応した環境（間仕切り、通路、トイレ、食
事、空調等）、コミュニティ・役割付与、保健衛生、生活再建の
情報提供・相談窓口等について検討し整備を推進する。

健康福祉課

2-4

2401
備蓄・調達・配
分体制

・家庭や事業所における備蓄の必要性についての啓発と促進
・町における備蓄の見直しと推進
・民間企業や事業者団体との協定締結の推進
・「新物資システム（B-Plo）」活用訓練
・供給体制の確認と見直し
・訓練の実施

危機管理課
未来創造課
会計室
健康福祉課

2101
2102
2103
2104
2105

被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停止
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R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

2402
上水道施設の整
備

・上水道施設の長寿命化と計画的更新整備
◆新東部浄水場建設事業（沓野）
◎水道施設等耐震化回収（町内一円）
・水道事業継続計画の策定
・災害発生時には、飲料水の確保が必要なため、上下水道等の耐
震化を図る
【地域未来交付金（地域未来推進型）】
・水道施設の耐震化
【防災・安全交付金（水道総合地震対策事業）】
【防災・安全交付金（水道施設アセットマネジメント推進事業
（水道管路緊急改善事業））】
【水道水源開発等施設整備費補助金
（水道基幹施設耐震化事業費）】
・水道施設を計画的に更新するために水道施設アセットマネジメ
ント計画を作成
【防災・安全交付金（水道施設アセットマネジメント推進事業
（水道管路緊急改善事業））】
・水道施設の土砂災害対策、停電対策、浸水被害対策
【水道水源開発等施設整備費補助金
（水道施設機能維持整備費）】
・営農飲雑用水施設（夜間瀬かんぱい）の突発事故復旧・防止事
業（北部・西部の水源供給の確保）
【土地改良施設突発事故復旧・防止事業（突発事故防止事業）】

建設水道課
農林振興課

2106

2403 電力の確保

・災害時においても活用できる電源を確保するため、防災・避難
拠点となる町立学校や社会福祉施設、家庭、事業所等における自
立・分散型エネルギーシステムの導入を推進する
・避難所となる公共施設等に太陽光発電設備や蓄電池を導入
【二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への
自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業）】
・非常用発電機の整備
・保育所等の防災・減災対策（非常用自家発電設備対策）
【就学前教育・保育施設整備交付金
（保育所等の非常用自家発電設備整備事業）】
・高齢者施設等の防災・減災対策（非常用自家発電設備対策）
【地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金
（認知症グループホーム等防災改修等支援事業（自家発））】
・障害者支援施設等の防災・減災対策
（非常用自家発電設備対策）
【社会福祉施設等施設整備費補助金
（障害者支援施設等の非常用自家発電設備整備事業）】
・自立分散型エネルギーシステムの導入
【みどりの食料システム戦略推進交付金
（バイオマスの地産地消（整備事業））】
バイオマスプラント、充電設備等
・避難所等における都市ガス等による停電対応型ガスヒートポン
プ（BOS型GHP）の導入の検討

総務課
こども未来課

2111

2404 燃料の確保

・燃料供給体制を構築するため、石油商業組合等の関係団体との
協定内容の確認
・関係団体等と情報交換の場の設定等により実効性ある体制構築
を推進する

総務課
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R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

2-5

2501
帰宅困難者の把
握・対応体制

・発災時の帰宅困難者（観光客）の発生に係る情報収集手段・対
策をとれる体制整備の強化（事業所・交通機関・宿泊施設・町民
等からの通報）
・観光施設での防災訓練の実施
・従業員に対する防災教育実施の促進
・避難誘導等に係る誘導標識の整備の促進

経済振興課 1605

2502
帰宅困難者等の
収容

・発災時の帰宅困難者（観光客）の一時滞在に関して、事業所・
交通機関・宿泊施設等と連携して、一時的に収容できる体制整備
の検討
・観光施設での防災訓練の実施
・従業員に対する防災教育実施の促進
・避難誘導等に係る誘導標識の整備の促進
・帰宅困難者や負傷者等を受け入れるための整備
【住宅・建築物防災力緊急促進事業（災害時拠点強靱化緊急促進
事業）】オフィスビル、学校、ホール等の帰宅困難者受け入れス
ペース、防災備蓄倉庫、非常用発電機、給水関連設備等

経済振興課 1605

2503
帰宅困難解消の
ための交通

・帰宅に必要な代替交通に関する、関係機関や事業者等と連携し
代替交通体制の検討
・観光施設での防災訓練の実施
・従業員に対する防災教育実施の促進
・避難誘導等に係る誘導標識の整備の促進

経済振興課 1605

2-6

2601
孤立地域との連
絡線の整備

・ヘリコプター支援に向けた各種調整・臨時離着陸場運用のため
の岳南広域消防組合との連絡・調整
・孤立集落発生時の対応手順を検討
・情報伝達体制の構築
・住民に対する啓発
・地域コミュニティ維持等の取組の支援

危機管理課
消防課

2108
2113

山間部等において、多数かつ長期間にわたり孤立地域が発生する事態

想定を超える大量の帰宅困難者（観光客）の発生による混乱
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R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

・道路の計画的な整備と維持管理・更新
◆国道292号
◆国道403号
◆県道奥志賀公園線
◆県道宮村湯田中停車場線
◆県道湯田中停車場線
◆県道角間中野線
◆町内国・県道（舗装修繕）
◆町内国・県道歩道（整備・維持管理）
・道路情報施設の整備
◎町道整備事業（町内一円）
・浸水が想定される箇所のかさ上げ、排水対策の実施
◎道路排水・排水路整備（町内一円）
・橋梁・トンネルの補修・補強
◎橋梁修繕（町内一円）
◎道路トンネル（町内一円）
・歩道等の整備
・舗装の強化
◎町道オーバーレイ事業（町内一円）
・道路法面落石崩落事故防止対策
・自然災害防止対策

◎自然災害防止対策事業（町道旭山発哺線　他路線）
・道路の土砂被害対策
◎土砂対策道路事業（町道湯田中番場沓野線　他路線）
・道路付属物の補修補強
◎道路付属物（町内一円）
・道路排水・排水路の整備
・倒木・支障木伐採
◎ライフライン道路の確保事業（町内一円）
◎国立公園内における遊歩道の整備【自然環境整備交付金】
◆志賀山回遊線道路（歩道）
◆志賀山縦走線道路（歩道）
◆上信越自然歩道線道路（歩道）
・農業集落内の道路を整備
【中山間地域農業農村総合整備事業】
【農山漁村地域整備交付金（農村集落基盤再編・整備事業）】
・治山・地すべり・砂防・急傾斜地崩壊対策事業の推進
◎復旧治山事業
◆柄沢、志賀高原
・豪雨時の早期避難体制の整備
・がけ崩れ防止施設の整備
【防災・安全交付金（災害関連地域防災がけ崩れ対策事業）】
◎砂防事業
◎地すべり対策事業
◎急傾斜地崩壊対策事業
【防災・安全交付金（砂防・地すべり対策・急傾斜地崩対策）】

2603
孤立に備えた地
域の体制

・孤立予想地域の想定
・長期間に対応した食料・電源・燃料等の備蓄整備の検討
・自主防災組織の強化
・避難所の設置・運営訓練の実施
・地域コミュニティ維持等の取組の支援

危機管理課
2112
2113

2602
山地・土砂災害
・雪害対策の推
進

建設水道課
農林振興課
経済振興課

2109
2110
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R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

2-7

2701
保健衛生の平時
の体制

・予防接種の促進
・災害発生時の感染防止体制の整備（感染症の早期把握・まん延
防止の計画の見直し、計画に基づく訓練の実施）
・避難所等での健康維持体制の整備
・停電時でも使用可能な暖房器具や発電機、水道凍結時でも使用
可能なトイレ等の備蓄
・エコノミークラス症候群の予防に関する防災教育の実施
・避難所等での啓発

健康福祉課
2401
2402
2403

2702
保健衛生の発災
時の体制

・発災直後の保健活動（健康状態把握、感染症予防、メンタルケ
ア等）の体制構築
・県と連携したDHEAT（災害時健康危機管理支援チーム）の受
援体制の構築
・避難所等での健康維持体制の整備
・停電時でも使用可能な暖房器具や発電機、水道凍結時でも使用
可能なトイレ等の備蓄

健康福祉課 2402

2703 生活用水の確保

・災害時に使用できる井戸の確認の啓発
・学校プールの利用についての協議
・家庭における生活用水確保の啓発
・事業所等との井戸水の提供に係る協定の締結
・密集市街地の避難場所に防災井戸の整備
【防災・安全交付金（都市防災総合推進事業）】

建設水道課 2404

2704
下水道業務継続
計画

・下水道BCPの見直しと充実
・下水道施設の長寿命化と計画的更新
◎下水道施設ストックマネジメント事業（下水処理場及び管路施
設）
・避難所等におけるマンホールトイレ等の整備推進
◎農業集落排水施設機能強化事業（農集処理場及び管路施設）
・災害発生時には、下水道が機能不全に陥ると衛生環境が発生
し、感染症が拡大することから上下水道等の耐震化を図る
【地域未来交付金（地域未来推進型）】
・下水道施設の耐震化
【防災・安全交付金（下水道総合地震対策事業）】
【下水道防災事業費補助（下水道基幹施設耐震化事業）】
・下水道施設を計画的に改築するため、ストックマネジメント計
画を策定
【防災・安全交付金（下水道ストックマネジメント支援制度）】
・下水道施設の老朽化対策
【防災・安全交付金（下水道ストックマネジメント支援制度）】
・農業集落排水施設に遠隔監視システムを整備
【中山間地域農業農村総合整備事業】
【農山漁村地域整備交付金（農村集落基盤再編・整備事業）】
・農業集落排水施設の耐震化
【農山漁村地域整備交付金（農業集落排水事業）】
【農村整備事業（農業集落排水施設整備事業）】

建設水道課 2405

大規模な自然災害と感染症との同時発生
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R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

2705
多数遺体への対
応

・多数の死者が発生した場合への対応の体制・計画についての整
備を図る。
・警察・医療機関との連携
・遺体安置所の確保
・身元確認
・葬儀業者の協力受入（ご遺体処置、保管、輸送等）
・広域火葬体制
・火葬困難時の処置等

住民税務課

3-1

3101 治安対策

・治安対策について警察機関と検討する。
・警察と連携
・町長による明確な情報発信の体制の構築
・各機関との協力
・自治組織の組織化
・避難者の窃盗等への不安から被災家屋での生活による災害関連
死を間接的に防止する。
・自主防犯・防災組織の強化
・自主防災組織への機材充実の支援

危機管理課 7402

3102 人心対策

・流言・SNS等フェイクニュースによる混乱に対応するため体制
を構築する。
・国・県及び関係機関と連携した対策の実施
・各自治会等との意思疎通を図る

　

総務課

３　必要不可欠な行政機能は確保する

被災による司法機能、警察機能の大幅な低下による治安の悪化、社会の混乱
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R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

3-2

3201
町の体制
（BCP・人事運
用）

・業務継続計画（BCP）の継続的な整備、職員への周知・訓練
・業務量の増大に対応する災害対策本部会議の指針の整備・人事
管理体制の整備
・個別分野別計画・マニュアル等の見直し
・通信機器稼働のための非常用電源の整備
・通信手段の多重化
・災害対応業務マニュアル等の整備
・職員に対する防災教育
・訓練の実施（初動対応）
・災害時の物流拠点や配送センターから避難所までの円滑な支援
物資輸送体制を構築・強化
【物流拠点機能強化支援事業費補助金（災害時の支援物資輸送体
制構築促進事業）】自治体、物流事業者等の連携訓練
・学校BCPの策定を推進
◎災害時の災害情報を入手しやすくするため、学校施設に公衆無
線LAN環境を整備する。
【公衆無線LAN環境整備支援事業】
◎給食センターの空調設置により、給食を安全に調理し供給す
る。
【学校施設環境改善交付金】
・発災直後の職員の安否確認体制（職員参集メール）の維持・管
理
・教職員への確実に情報伝達できる体制の整備
・防災訓練の実施
・児童生徒が自らの命を守れるような防災教育の推進
・地域、保護者、関係機関等との連携体制の構築

総務課
危機管理課
こども未来課

1608
3102
3103
3104
3108

3202 行政施設の維持

・町施設の耐震化とその後の点検維持について、公共施設等総合
管理計画、長寿命化計画に基づき整備を推進
・防災拠点及び指定避難所の耐震化
・非常用電源設備の整備と燃料供給体制の構築
・応急対策や救助活動拠点として使用できる代替施設の選定と確
保
◎安全・安心の確保のため、電気設備や体育施設への空調設置整
備を実施する。
【学校施設環境改善交付金】
◎災害時の災害情報を入手しやすくするため、防災拠点、社会教
育施設や社会体育施設に公衆無線LAN環境を整備する。
【公衆無線LAN環境整備支援事業】
・指定避難所への公衆無線ＬＡＮ環境整備を支援する。

総務課
こども未来課

3101

3203
職員の安否確認
と初動対応

・職員の安否確認の要領の整備
・発災直後の職員の安否確認体制（職員参集メール）の維持・管
理
・災害対応業務マニュアル等の整備

総務課
危機管理課

3104

被災による町職員の不足や施設の損壊等により、行政機能が大幅に低下する事態
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R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

3204
行政データの管
理

・蓄積された行政文書等（紙媒体、電子データ、その他）の損失
を防止するため、分散管理等を推進する
・通信機器稼働のための非常用電源の整備
・県防災情報システムの維持・管理
・県防災行政無線設備（衛星系）の維持・管理
・オンライン会議システムの整備
・通信手段の多重化・多様化
・町民への情報伝達手段の整備

総務課
未来創造課

1603

3205
町の対応体制
（継続環境）

・庁舎・消防施設等（情報通信施設）における非常用電源の整備
　・非常における電力や燃料供給に関する協定の締結
・災対本部における同時大量の災害情報の可視化、通信手段の確
保
　・通信機器稼働のための非常用電源の整備
　・県防災情報システムの維持・管理
　・県防災行政無線設備（衛星系）の維持・管理
　・オンライン会議システムの整備
　・町民への情報伝達手段の整備
・職員・応援部隊の長期従事（執務・食・寝等）に伴う調整
　・協定に基づく受援計画の見直し
　・応援部隊受入時の受援計画の見直し

総務課
消防課
危機管理課
未来創造課

3105
3106
3201

3206
受援計画の整
備、人事運用

・協定に基づく受援計画の見直し
・応援部隊受入時の受援計画の見直し
・災害時業務、応援職員の運用
・各災害対応部署の人的ニーズ把握
・公共土木施設の災害応急対策の整備
・人事管理体制の整備
・応援職員を主として充当する業務の選定（避難所運営・物資対
応・被害認定等）
・それに基づく受援計画・応援協定等の整備

各課
3105
3106

3207
応援部隊等を含
めた総合運用の
体制

・応援部隊等を総合運用するための対策本部の体制の整備
・協定に基づく受援計画の見直し
・応援部隊受入時の受援計画の見直し

危機管理課
総務課
未来創造課

3105
3106

4-1

4101
観光事業者ＢＣ
Ｐ

・事業者への各種啓発する
・事業者の事業継続計画（サプライチェーンの検討を含む）
・事業所の防災体制
・災害備蓄等の整備
・従業員に対する防災教育・訓練

経済振興課

４　経済活動を機能不全に陥らせない

サプライチェーンの寸断やエネルギー供給の停止等により、経済活動が低下する事態

20 ページ



R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

4102 農業者ＢＣＰ

・出荷代替機能の確保と連携体制構築
・農道、林道の計画的な整備と適切な維持管理
◎林道施設点検診断業務
◎林道整備事業
◎林道改良事業
◎林道橋梁修繕事業
◎多面機能支払交付金事業
◆寒沢、上条、横倉、宇木
◎国土保全特別対策事業
◎地域発元気づくり支援事業
◎農業水路等長寿命化・防災減災事業
◎安全な地域づくり事業
・林道の開設・改良や林道橋等の老朽化対策
【森林整備事業（林道整備事業）】林道、林道橋等
【農山漁村地域整備交付金（森林整備事業のうち育成林整備事業
等）】林道、林道橋等
・災害発生時には林道が被災し、林業の他、農業用水・飲雑用水
の点検・修繕を迅速かつ効率的に行う必要があるため、林道等の
老朽化対策を推進
【地域未来交付金（地域未来推進型）】
・林道の開設・改良や林道橋等の老朽化対策
【森林整備事業（林道整備事業）】
【農山漁村地域整備交付金（森林整備事業のうち育成林整備事業
等）】

農林振興課 5104

4103
金融機関や商工
団体等との連携

・金融機関と商工団体等との連携強化
・中小企業への情報提供の強化

経済振興課 5101

4-2

4201
有害物質の流出
対策等

・有害物質を取り扱っている工場・事業場等の把握
・事故発生を想定したマニュアルの整備
・災害廃棄物処理計画との調整
・流出対策に伴う岳南広域消防組合との連絡・調整

住民税務課
消防課

6201

4202 アスベスト対策
・アスベスト建材が使用されている可能性の高い建築物の把握と
リスト化

建設水道課
住民税務課

6202

4203
ＮＢＣ災害に対
応する体制の整
備

・特殊災害（NBC災害）への対応体制を含めた災害廃棄物処理計
画との調整
・体制整備に伴う岳南広域消防組合との連絡・調整

住民税務課
消防課

6203

重要な産業施設の火災・爆発に伴う有害物質等の大規模拡散・流出
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R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

4-3

4301
農業生産基盤の
整備及び保全管
理

・就業の場の確保、所得の向上、雇用の増大の取り組み
・避難所としても利用可能な農林水産物販売施設、地域間交流拠
点等の整備
【農山漁村振興交付金（地域資源活用価値創出整備事業（定住促
進・交流対策型））】農林水産物直売所、地域の交流施設等
・避難所としても利用可能な農泊施設等の整備
【農山漁村振興交付金（地域資源活用価値創出整備事業（農泊推
進型））】宿泊施設、体験交流施設等
・農業生産基盤の計画的な整備と保全管理
・生活環境の整備
・農協、農業者等との連携強化

農林振興課 6301

4302
鳥獣被害対策の
推進

・鳥獣害対策の推進
◎鳥獣被害防止総合対策交付金事業
◆鳥獣駆除、パトロール、檻購入等
・有害鳥獣対策各種補助事業（個人防除施設、集団電気柵管理、
緩衝帯整備等）
・野生鳥獣の侵入防止柵を整備して農地を保全
【鳥獣被害防止総合対策交付金（鳥獣被害防止総合支援事業）】

農林振興課 6302

4303
農地・農業用施
設の保全

・ため池や用排水路等の農地・農業用施設の長寿命化計画に基づ
く計画的な更新と維持管理
◎農業水路等長寿命化・防災減災事業
◎圃場整備事業

農林振興課 6303

4304 ICT技術の推進 ・情報通信技術（ICT）の活用を推進 農林振興課 6304

4305 共済加入の促進 ・農業共済加入の促進 農林振興課 6305

4306
適切な森林整備
の推進

・適切な森林整備の推進
◎森林整備地域活動支援交付金
・森林経営管理制度
◎森林づくり県民税活用事業

・災害対応力の強化を図る
【地域未来交付金（地域未来推進型）】造林、間伐、地籍整備
等
・森林の国土保全機能の維持・発揮に向けて森林病害虫等による
被害を抑制
【森林病害虫等防除事業費補助金（森林病害虫等被害対策事
業）】
・森林の国土保全機能の維持・発揮に向けて、間伐や再造林等の
森林整備を実施
【森林整備事業（森林環境保全直接支援事業　等）】

農林振興課 6306

4307
山地・土砂災害
対策の推進

・農業集落の浸水対策として、雨水排水施設を整備する
【中山間地域農業農村総合整備事業】雨水排水施設
【農山漁村地域整備交付金（農村集落基盤再編・整備事業）】
・治山・地すべり・砂防事業の推進
◎復旧治山事業

農林振興課 6307

農地・森林や生態系等の被害に伴う国土の荒廃・多面的機能の低下
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R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

4308
中山間地域の振
興

・地域コミュニティ維持等の取組の支援
◎多面的機能支払交付金事業
◆寒沢、上条、横倉、宇木
◎地域発元気づくり支援事業
・農山漁村コミュニティの活性化

農林振興課 6308

5-1

5101
町民の安否確
認・避難者保護
の体制

・県防災情報システムの維持・管理
・県防災行政無線設備（衛星系）の維持・管理
・オンライン会議システムの整備
・通信機器稼働のための非常用電源の整備
・通信手段の多重化・多様化
・町民への情報伝達手段の整備

総務課
危機管理課

1603

5102
情報収集・運用
の体制

・発災時の人命救助に係る情報収集手段の強化（町民等からの通
報）
・対策本部における情報共有・意思決定を容易化する体制の構築
・交通情報の把握と提供を行う体制の構築
・道の駅における道路情報提供装置の整備・検討。（ＩＴを活用
した道路管理体制の強化）
【防災・安全交付金（道路事業（道路における防災拠点機能強
化））】

総務課
危機管理課
消防課

5103

・Ｊアラートと連動し多重化一元的な操作によるＩＴを活用した
分かりやすい発信に対応した情報伝達システムの構築
・被災情報や避難情報など、国民の生命・財産の確保に不可欠な
情報を確実に提供するため、災害発生時に地域において重要な情
報伝達手段となる環境構築を行う。
【放送ネットワーク整備支援事業費補助金】
・災害時に放送局等が被災し、放送の継続が不可能となる事態を
回避し、被災情報や避難情報等の確実な提供を行う。
【無線システム普及支援事業費等補助金】
・避難勧告等の判断伝達マニュアルの整備
・県防災情報システム、町地域防災無線システムを活用した訓練
の実施
・防災行政無線（個別受信機を含む）の維持管理
・多重化・多様化した防災情報の情報発信体制（SNS、ウェブ
ページ等）の整備
・公式LINE・Yahoo防災速報アプリ・「山ノ内町SUGUメー
ル」の周知と登録促進
・洪水浸水想定区域図や洪水ハザードマップの作成
【防災・安全交付金（水害リスク情報整備推進事業）】ハザード
マップ等
・外国語によるハザードマップの作成
・災害発生時に多言語による情報発信できる体制の構築
◎無料エリアＷｉ－Ｆｉや多言語案内標識の整備
【観光地の「まちあるき」の満足度向上事業補助金】
【国立公園利用拠点滞在環境等上質化事業交付金】

5103
町民等への情報
伝達の体制

総務課
危機管理課

1107
1606
1607
5103

５　情報通信サービス、電力等ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めるとともに、
早期に復旧させる

テレビ・ラジオ放送の中断や通信インフラの障害により、インターネット・ SNS など、災害時に活用する情報サー
ビスが機能停止し、情報の収集・伝達 ができず避難行動や救助・支援が遅れる事態
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取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

・自主防災組織の強化
・地域防災リーダーの育成
・交通情報の把握と提供を行う体制の構築
・道の駅における道路情報提供装置の整備・検討。
（ＩＴを活用した道路管理体制の強化）
・農業集落内で防災情報伝達施設の整備
【中山間地域農業農村総合整備事業】防災行政無線等
【農山漁村地域整備交付金（農村集落基盤再編・整備事業）】防
災行政無線等

5104
国・県・関係機
関等との情報共
有体制

・県防災情報システム、県防災無線（衛星系）により情報の共有
を図っているが、新技術の導入による情報共有機能の強化につい
て検討する。
・県防災情報システムの維持・管理
・県防災行政無線設備（衛星系）の維持・管理
・オンライン会議システムの整備
・通信機器稼働のための非常用電源の整備
・通信手段の多重化・多様化
・町民・観光客への情報伝達手段の整備

総務課
危機管理課

1603

5105
共助・公助情報
共有体制

・町と自主防災組織による防災行動計画（タイムライン）を活用
した防災訓練の実施
・避難勧告等の判断伝達マニュアルの整備
・県防災情報システム、町地域防災無線システムを活用した訓練
の実施
・防災行政無線（個別受信機を含む）の維持管理
・多重化・多様化した防災情報の情報発信体制（SNS、ウェブ
ページ等）の整備
・公式LINE・Yahoo防災速報アプリ・「山ノ内町SUGUメー
ル」の周知と登録促進

総務課
危機管理課

1107
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取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

5-2

5201
平時からの連携
体制

・電力事業者と災害発生時の連携の強化
・停電情報の共有の推進
・応急対策時の関係機関等（道路・電気・通信・地権者等）との
連携のための体制構築について推進する。

総務課
危機管理課
建設水道課
農林振興課
経済振興課

4101
4102
4103

5202 施設の整備
・防災拠点における電力設備の耐災性を確認
・燃料供給体制の構築
・電力事業者と災害発生時の連携の強化

総務課
4101
4103

5203
停電情報の伝達
の体制

・町防災情報伝達システムを活用した停電情報の伝達
・電力事業者と災害発生時の連携の強化

危機管理課 4103

5204 停電対策

・災害時においても活用できる電源を確保するため、防災・避難
拠点となる町立学校や社会福祉施設、家庭、事業所等における自
立・分散型エネルギーシステムの導入を推進する
・避難所となる公共施設等に太陽光発電設備や蓄電池を導入
【二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域レジリエンス・
脱炭素化を同時実現する公共施設への自立・分散型エネルギー設
備等導入推進事業）】
・非常用発電機の整備
・保育所等の防災・減災対策（非常用自家発電設備対策）
【就学前教育・保育施設整備交付金（保育所等の非常用自家発電
設備整備事業）】
・高齢者施設等の防災・減災対策（非常用自家発電設備対策）
【地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金（認知症グループ
ホーム等防災改修等支援事業（自家発））】
・障害者支援施設等の防災・減災対策（非常用自家発電設備対
策）
【社会福祉施設等施設整備費補助金（障害者支援施設等の非常用
自家発電設備整備事業）】
・自立分散型エネルギーシステムの導入
【みどりの食料システム戦略推進交付金（バイオマスの地産地消
（整備事業））】バイオマスプラント、充電設備等
・避難所等における都市ガス等による停電対応型ガスヒートポン
プ（BOS型GHP）の導入の検討

総務課
未来創造課
こども未来課
生涯学習課

5-3

5301 水源保全

・適切な森林整備の推進
◎森林整備地域活動支援交付金
・森林経営管理制度
◎森林づくり県民税活用事業

農林振興課 6306

電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）の長期間・大規模にわたる機能の停止

上下水道施設の長期間にわたる機能停止
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R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

5302
応急給水体制の
整備

・水道施設の損壊や水道水源の汚染等の発生により、必要な水を
確保できず住民生活に深刻な影響を及ぼすおそれがあることか
ら、災害等緊急時に応援給水体制を確保できるよう、平時から体
制を整備する。
・災害時に使用できる井戸の確認の啓発
・学校プールの利用についての協議
・家庭における生活用水確保の啓発
・事業所等との井戸水の提供に係る協定の締結
・担当部局の連絡体制の確認
・応援可能な資機材の把握と情報共有

建設水道課
2404
4202

5303
上水道事業継続
計画
（BCP）

・上水道施設の被災による供給の長期停止により、住民生活に深
刻な影響を及ぼすおそれがあることから、停止期間を短縮する対
策を行う。
・上水道施設の長寿命化と計画的更新整備
◆新東部浄水場建設事業（沓野）
◎水道施設等耐震化回収（町内一円）
・災害時に使用できる井戸の確認の啓発
・学校プールの利用についての協議
・家庭における生活用水確保の啓発
・事業所等との井戸水の提供に係る協定の締結
・水道事業継続計画の策定
・上下水道等の耐震化を図る
【地域未来交付金（地域未来推進型）】
・水道施設の耐震化
【防災・安全交付金（水道総合地震対策事業）】
【防災・安全交付金（水道施設アセットマネジメント推進事業
（水道管路緊急改善事業））】
【水道水源開発等施設整備費補助金（水道基幹施設耐震化事業
費）】
・水道施設を計画的に更新するために水道施設アセットマネジメ
ント計画を作成
【防災・安全交付金（水道施設アセットマネジメント推進事業
（水道管路緊急改善事業））】
・水道施設の土砂災害対策、停電対策、浸水被害対策
【水道水源開発等施設整備費補助金（水道施設機能維持整備
費）】

建設水道課
2106
2404
4204
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R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

5304
下水道施設等の
整備
（BCP）

・下水道BCPの見直しと充実
・下水道施設の長寿命化と計画的更新
◎下水道施設ストックマネジメント事業（下水処理場及び管路施
設）
・避難所等におけるマンホールトイレ等の整備推進
◎農業集落排水施設機能強化事業（農集処理場及び管路施設）
・上下水道等の耐震化を図る
【地域未来交付金（地域未来推進型）】
・下水道施設の耐震化
【防災・安全交付金（下水道総合地震対策事業）】
【下水道防災事業費補助（下水道基幹施設耐震化事業）】
・下水道施設を計画的に改築するため、ストックマネジメント計
画を策定
【防災・安全交付金（下水道ストックマネジメント支援制度）】
・下水道施設の老朽化対策
【防災・安全交付金（下水道ストックマネジメント支援制度）】
・農業集落排水施設に遠隔監視システムを整備
【中山間地域農業農村総合整備事業】
【農山漁村地域整備交付金（農村集落基盤再編・整備事業）】
・農業集落排水施設の耐震化
【農山漁村地域整備交付金（農業集落排水事業）】
【農村整備事業（農業集落排水施設整備事業）】

建設水道課
2405
4301

5305 浄化槽の整備等
・浄化槽設置者に対する浄化槽施設の災害対策を促進する。
・公共浄化槽等を整備
【循環型社会形成推進交付金（公共浄化槽等整備推進事業）】

健康福祉課
建設水道課

4302

5-4

5401
公共交通機関に
係る情報体制の
整備

・公共交通事業者との連携強化
・公共交通機関運行情報の把握と提供を行う体制の構築
・コミュニティバスの運行体制強化
・交通情報の把握と提供を行う体制の構築
・道の駅における道路情報提供装置の整備・検討。（ＩＴを活用
した道路管理体制の強化）

未来創造課
4401
5103

基幹的交通ネットワークの機能停止による物流・人流への甚大な影響
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R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

・道路の計画的な整備と維持管理・更新
◆国道292号
◆国道403号
◆県道奥志賀公園線
◆県道宮村湯田中停車場線
◆県道湯田中停車場線
◆県道角間中野線
◆町内国・県道（舗装修繕）
◆町内国・県道歩道（整備・維持管理）
・道路情報施設の整備
◎町道整備事業（町内一円）
・浸水が想定される箇所のかさ上げ、排水対策の実施
◎道路排水・排水路整備（町内一円）
・橋梁・トンネルの補修・補強
◎橋梁修繕（町内一円）
◎道路トンネル（町内一円）
・歩道等の整備
・舗装の強化
◎町道オーバーレイ事業（町内一円）
・道路法面落石崩落事故防止対策
・自然災害防止対策
◎自然災害防止対策事業（町道旭山発哺線　他路線）
・道路の土砂被害対策
◎土砂対策道路事業（町道湯田中番場沓野線　他路線）
・道路付属物の補修補強
◎道路付属物（町内一円）
・道路排水・排水路の整備
・倒木・支障木伐採
◎ライフライン道路の確保事業（町内一円）

◎国立公園内における遊歩道の整備【自然環境整備交付金】
◆志賀山回遊線道路（歩道）
◎国立公園内における遊歩道の整備【自然環境整備交付金】
◆志賀山回遊線道路（歩道）
◆志賀山縦走線道路（歩道）
◆上信越自然歩道線道路（歩道）
・農業集落内の道路を整備
【中山間地域農業農村総合整備事業】
【農山漁村地域整備交付金（農村集落基盤再編・整備事業）】
・交通ネットワークの強靭化を図る
【地域未来交付金（地域未来推進型）】道路、農道、林道　等
・災害に強い多重型道路ネットワークを形成
【防災・安全交付金（道路事業）】
【地域連携道路事業費補助】
・農業集落内の道路を整備
【中山間地域農業農村総合整備事業】
【農山漁村地域整備交付金（農村集落基盤再編・整備事業）】

5402
地域交通ネット
ワークの確保に
向けた道路整備

建設水道課
農林振興課
経済振興課

2107
4102
4402
5201
6102
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R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

5403
好通ネットワー
クの確保に向け
た鉄道整備

・交通事業者等と連携し、運行見合わせ時の代替交通手段を確保 経済振興課 5202

6-1

6101
地域における共
助の推進

・地域における共助の充実を図る
・自治会、自主防災組織及び消防団との連携強化
・地域防災リーダーの育成

総務課
未来創造課

7401

6102
自主防犯・防災
組織等のコミュ
ニティ力の強化

・地域コミュニティ力の強化する施策
・自主防犯・防災組織の強化
・自主防災組織への機材充実の支援

総務課
未来創造課
健康福祉課
危機管理課

7402

6103
地域と学校の連
携

・コミュニティスクールの推進
・地域と学校の連携強化
・訓練の実施

こども未来課 7403

6104
地域コミュニ
ティの維持

・地域コミュニティの維持や活性化の施策
・一時的に地域コミュニティが崩れた場合の対応策の検討
・災害からの復旧・復興に向けた民間事業者との協定締結
・民生児童委員会や民間ボランティア団体等との連携強化

総務課
未来創造課
健康福祉課

7404

6105
学校における人
材の育成

・学校による「大規模災害時の防災や避難所運営等に関する専門
的な知識や実践的な対応力を備えた教職員」の育成を支援
・避難所運営に資する人材の育成

こども未来課 7406

6-2

6201
道路啓開等の人
材確保

・災害時、各種建設関係団体等が有効に活動するための体制整理
・沿道の危険ブロック塀の把握と撤去
・主要道路沿いの建築物の耐震診断と改修
・無電柱化の促進

建設水道課 7201

6202
インフラ復旧等
の人材確保

・各民間事業所による「地域に精通した技能労働者等」の人材確
保・育成を支援する体制を整備

建設水道課
経済振興課

6203
事業者等の早期
復旧

・観光業、農業、保育所、学校、福祉施設、各種事業所の早期再
開に向けた計画・体制の整備

経済振興課
こども未来課
農林振興課
健康福祉課

7406

6204
災害ボランティ
アの運用

・社会福祉協議会を主体とした災害ボランティアコーディネー
ターの確保の整備
・災害ボランティアの育成の整備
・ボランティア受入体制の構築

健康福祉課
未来創造課

7309

災害対応・復旧復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、ボランティア、NPO、企業、労働者、地域に精
通した技術者等）の不足等により復興できなくなる事態

６　社会・経済が迅速かつ従前より強靭な姿で復興できる条件を整備する

自然災害後の地域のより良い復興に向けた事前復興ビジョンや地域合意の欠如等により、復興が大幅に遅れ地域が衰
退する事態

29 ページ



R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

6205 農林業の復旧

・地域の主体性・協働力を活かした地域コミュニティ等による農
地・農業水利施設、森林等の保全管理による水循環制御機能の維
持等の体制を整備
・自立的な防災機能の整備（防災拠点、付帯設備等）、復旧活動
等の体制を整備
・農業用水施設の突発事故復旧・防止事業（町内の農業用水の確
保）
【土地改良施設突発事故復旧・防止事業（突発事故防止事業）】

農林振興課

6206
地域コミュニ
ティの維持の活
性化

・自主防災組織、消防団、地域住民・学校・事業者の協力によ
る、地域課題の解決に取り組む地域協働ネットワークの構築
・自治会、自主防災組織及び消防団との連携強化
・地域防災リーダーの育成
・自主防犯・防災組織の強化
・自主防災組織への機材充実の支援
・コミュニティスクールの推進
・地域と学校の連携強化
・訓練の実施
・災害からの復旧・復興に向けた民間事業者との協定締結
・民生児童委員会や民間ボランティア団体等との連携強化

総務課
未来創造課

7401
7402
7403
7404

6207
過疎地域の自立
的な保全

・地域の担い手の確保
・地域外からの移住を促進

未来創造課

6-3

6301
災害廃棄物の処
理体制

・災害廃棄物処理計画の策定
・災害時の事故リスクが懸念される一般廃棄物処理施設の整備・
更新
【循環型社会形成推進交付金（一般廃棄物処理施設整備事業）】

住民税務課 7101

6-4

6401
応急危険度判定
の体制

・県と連携し、事前の応急危険度判定の体制を整備
建設水道課
危機管理課

6402
被害認定調査・
罹災証明書発行
の体制

・応援職員の確保及び効率的運用の整備
・業務要領の確立（相談窓口、受付、調査、認定等）
・運営体制の整備
・罹災証明書の速やかな発行体制の整備
・被災建築物の迅速な応急危険度判定ができる人材を確保・育成

住民税務課
7301
7302

6403
地震保険加入率
の向上

・地震保険制度の周知・啓発
建設水道課
経済振興課

7308

6404
応急仮設住宅の
迅速な提供

・建設型仮設住宅の建設候補地の検討
・借上型仮設住宅の制度設計等の整備
・応急仮設住宅の候補地選定と周辺住民との合意形成

建設水道課 7306

大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態

事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる事態
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R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

6405
応急修理の体
制

・住宅の応急修理に関する事業者との協定締結
・業務要領・体制（相談窓口・受付・県との連絡調整・告知
等）の確立

建設水道課
危機管理課

6406 公費解体の体制

・環境省通知の確認
・罹災証明・建設・財務・契約・会計部署との連携
・制度設計、業者発注、相談窓口、住民広報、災害廃棄物専門の
チームの編成等の推進

建設水道課
危機管理課

6407
地籍情報の適正
な管理

・地籍情報の適正管理
・災害発生時に迅速な土地境界確認が行える体制の整備
・災害後の復旧復興の円滑化のため、事前に土地境界の明確化
【地籍整備推進調査費補助金】

住民税務課 7203

6408
被災者の生活
再建支援

・相談窓口の設置の体制・業務要領の整備
　・経済面の支援
　・生活面の支援
　・住まいの確保・再建の支援
　・中小企業・自営業の支援
　・安全な地域づくりの支援
・相談窓口を紹介する町民広報等の体制・業務要領の整備
・金融機関と商工団体等との連携強化
・中小企業への情報提供の強化
・生活再建のための各種支援制度に関する情報収集と整理
・情報提供体制の整備

各課
5101
7305
7310

6-5

6501
被災文化財の復
旧

・所有者・管理者及び関係機関との連携を図り、調査を迅速に行
う体制の整備
・文化財の保存修復等の専門知識や技術を持つ人材を確保・育成
◎文化財の早期復旧を実施【文化財保存事業費関係補助金】
・国宝・重要文化財建造物の保存修理
【国宝重要文化財等保存・活用事業費補助金（国宝・重要文化財
建造物保存修理強化対策事業）】
・国宝・重要文化財建造物の耐震診断
【国宝重要文化財等保存・活用事業費補助金（国宝・重要文化財
建造物保存修理強化対策事業（耐震診断））】
・国宝・重要文化財建造物の防災施設や設備を整備
【国宝重要文化財等防災施設整備費補助金（重要文化財等防災施
設整備事業）】
・史跡の保全対策
【国宝重要文化財等保存・活用事業費補助金（歴史活き活き！史
跡等総合活用整備事業）】
・土器等の遺跡出土品の保存対策、保存修理
【国宝重要文化財等保存・活用事業費補助金（国宝・重要文化財
等美術工芸品保存修理抜本強化事業）】

生涯学習課 7303

6502
埋蔵文化財発掘
調査を行う体制
の整備

・埋蔵文化財発掘等に必要な専門知識や技術を持つ人材を確保・
育成
・所有者・管理者及び関係機関との連携の整備

生涯学習課 7304

貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・無形の文化の衰退・損失
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R3
取組等

◎は具体的な事業名、◆はその事業箇所等
【　】は交付金・補助金名称

項目番号 担当リスク

6-6

6601
風評被害・信用
不安の影響対策

・正確な情報の収集体制の構築
・様々なチャンネルを通じた迅速な情報発信
・関係機関との連携（県・近隣自治体・警察・地域メディア・自
治会・事業者）

総務課
経済振興課

6401

風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量失業・倒産等による、地域経済等へ甚大な影響が及ぶ事態
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